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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期
第３四半期
累計期間

第57期
第３四半期
累計期間

第56期
第３四半期
会計期間

第57期
第３四半期
会計期間

第56期

会計期間

自平成22年
３月１日
至平成22年
11月30日

自平成23年
３月１日
至平成23年
11月30日

自平成22年
９月１日
至平成22年
11月30日

自平成23年
９月１日
至平成23年
11月30日

自平成22年
３月１日
至平成23年
２月28日

営業収益（百万円） 357,067 371,961 119,374 123,404 480,822

経常利益（百万円） 6,534 7,438 1,949 1,743 9,850

四半期（当期）純利益（百万円） 3,565 3,331 1,059 828 3,389

持分法を適用した場合の投資利益

（百万円）
    －     －     －     － －

資本金（百万円） － － 10,004 10,004 10,004

発行済株式総数（株） － －   53,450,800  53,450,80053,450,800

純資産額（百万円） － － 46,735 48,669 46,710

総資産額（百万円） － － 166,511 169,120 164,889

１株当たり純資産額（円） － － 908.04 945.63 907.57

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
69.27 64.72 20.59 16.09 65.86

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） 10.00 10.00 － － 20.00

自己資本比率（％） － － 28.1 28.8 28.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△5,409 13,799 － － △3,980

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△10,324 △9,054 － － △12,864

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
7,994 △7,028 － － 8,676

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ －     10,761    8,047 10,331

従業員数（人） － －     5,311     5,500 5,285

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　　    ２．営業収益は、売上高と営業収入の合計です。営業収益には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下 同
じ。）を含めておりません。

  ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ
ん。

  ４．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき重要な関連会社がないため記載しており
ません。

  ５．第56期第３四半期累計期間及び第56期の営業活動によるキャッシュ・フローは、主として前事業年度末日が
金融機関の休日のため、支払が保留となった仕入等の債務が決済されたことなどによるものであります。
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２【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

  

３【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成23年11月30日現在

従業員数（人） 5,500(13,758)

　（注）　従業員数は就業人員であります。また、臨時従業員数は、当第３四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換

算）を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【販売及び仕入の状況】

当社は、小売事業の単一セグメントであるため、地域別・部門別に販売及び仕入の状況を記載しております。

(1）販売実績

①　地域別売上高　

地域別

当第３四半期会計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

店舗数
（店）

売上高（百万円） 構成比率（％） 前年同四半期比（％）

大阪府 98 50,738 42.4 102.6

兵庫県 12 6,934 5.8 113.3

京都府 11 5,438 4.5 109.1

奈良県 4 3,052 2.6 98.6

東京都 59 34,917 29.2 104.5

埼玉県 14 6,501 5.4 101.2

千葉県 8 3,040 2.5 90.9

神奈川県 16 9,082 7.6 100.2

合計 222 119,705 100.0 103.3

（注） 金額については、消費税等を含めておりません。

②　部門別売上高

部門別

当第３四半期会計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

売上高（百万円） 構成比率（％） 前年同四半期比（％）

生鮮食品 46,968   39.2     102.9

一般食品 51,581     43.1     103.6

生活関連用品 11,460    9.6     105.5

衣料品 7,118     5.9    101.1

テナント 2,576     2.2    100.3

合計 119,705    100.0    103.3

（注） 金額については、消費税等を含めておりません。
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③　単位当たり売上高

区分
当第３四半期会計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

売上高 119,705百万円

売場面積（期中平均） 565,763㎡

１㎡当たり売上高 211千円

従業員数（期中平均） 19,252人

１人当たり売上高 6,217千円

（注）１．金額については、消費税等を含めておりません。

２．売場面積は、「大規模小売店舗立地法」に基づく面積（委託売場面積を含む）に食堂・喫茶等の営業面積を

含めております。

３．従業員数には、臨時従業員（１日８時間換算）を含み、本店社員及び出向社員を含めておりません。

(2）仕入実績

部門別

当第３四半期会計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

仕入高（百万円） 構成比率（％） 前年同四半期比（％）

生鮮食品 33,313     37.0     101.5

一般食品 39,740    44.2   103.9

生活関連用品 9,420    10.4     105.4

衣料品 5,207     5.8   102.0

テナント 2,318     2.6     100.4

合計 90,000    100.0     102.9

（注） 金額については、消費税等を含めておりません。

２【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書及び第１四

半期会計期間の四半期報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

  (1)業績の状況

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災で甚大な被害を受けた

生産設備やサプライチェーン（供給網）が企業努力によりいち早く復旧し、第２四半期後半より国内需要や輸出が

持ち直し、景気回復軌道への復帰が期待されましたが、欧州財政危機や新興国のインフレ問題等により海外景気が

減速する一方、歴史的円高や震災復興への取組も遅々として進まぬ中、予断を許さぬ厳しい状況で推移いたしてお

ります。

流通業界におきましても、震災以降８月までは震災時緊急需要や節電対策関連商品の需要増により、消費は一時

堅調な動きを見せたものの、雇用・所得環境に改善が見られず年金・増税問題など先行き不安要素もある中、消費

は力強さを欠き、また、競合他社との過当競争も伴い経営環境は厳しさを増しております。

 こうした環境下にあり、当社は当期を過去３回に亘る「中期３カ年計画」の「総仕上げの年」と位置づけ、平成

20年度よりスタートした「第三次中期３カ年計画」を１年延長し、お客様からも社会からも従業員からも信頼され

る日本一のスーパーマーケットを目指し、「スピード」と「連携」をキーワードに、各種の改革施策を着実に遂行

すべく取り組んでおります。

当第３四半期会計期間に新規店舗として、９月に吉川栄町店(埼玉県)・春日野道店(兵庫県)、10月に弁天町店(大

阪府)、11月に葛飾白鳥店(東京都)・あびこ店(大阪府)の５店舗を出店いたしました。

業績につきましては、９月の大型台風襲来や季節外れの気温上昇などが影響し、既存店舗においては苦戦を強い

られましたが、新規店舗増や改装効果により営業収益は1,234億４百万円(前年同四半期比3.4％増)となりました。

一方、利益面につきましては、経費先行となる一年以内若年店舗数の増大や既存店舗の改装増による一時的経費も

重なり、営業利益は17億71百万円(前年同四半期比11.8％減)、経常利益は17億43百万円(前年同四半期比10.5％減)、

四半期純利益は８億28百万円(前年同四半期比21.9％減)となりました。

部門別売上高は、生鮮食品部門が469億68百万円（前年同四半期比2.9％増）、一般食品部門515億81百万円（前年

同四半期比3.6％増）、生活関連用品部門114億60百万円（前年同四半期比5.5％増）、衣料品部門71億18百万円（前

年同四半期比1.1％増）、テナント部門25億76百万円（前年同四半期比0.3％増）となりました。

なお、当社は、小売事業の単一セグメントであるため、セグメント情報は、記載しておりません。 

  (2)キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、80億47百万円（前年同四半

期比25.2％減）となりました。

当第３四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間において営業活動の結果得られた資金は、19億22百万円（前年同四半期比22.2％減）とな

りました。これは主として税引前四半期純利益が15億52百万円、非資金性損益項目である減価償却費が18億44百万

円となった一方、たな卸資産の増加による支出が22億13百万円あったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は、37億99百万円（前年同四半期比16.6％減）とな

りました。これは主として新規店舗及び既存店舗の改装による支出が32億47百万円あったことによるものでありま

す。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間において財務活動の結果得られた資金は、２億60百万円（前年同四半期比85.6％減）とな

りました。これは主として長期借入れによる収入が86億80百万円あった一方、短期借入金の純減少額及び長期借入

金の返済による支出の合計が77億6百万円あったことによるものであります。

  (3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

     当第３四半期会計期間において特に報告すべき変更事項はありません。

 

  (4)研究開発活動

     当社は店頭での小売業を主業務としており、特に研究開発活動は行っておりません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

    当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

(2）設備の新設、除却等の計画

①重要な設備計画の完成

前四半期会計期間末において計画中であった設備の新設のうち、当第３四半期会計期間に完成したものは次の

とおりであります。

事業所名 所在地 設備の内容
取得価額（百万円）

完成年月
従業員数

建物 その他 合計 （人）

吉川栄町店 埼玉県吉川市 店舗 206 144 351 平成23年９月 24

春日野道店 神戸市中央区 店舗 1,200 324 1,524平成23年９月 29

弁天町店 大阪市港区 店舗 944 249 1,194平成23年10月 29

葛飾白鳥店 東京都葛飾区 店舗 435 146 581 平成23年11月 26

あびこ店 大阪市住吉区 店舗 483 145 629 平成23年11月 20

合計 － － 3,272 1,010 4,282 － 128

（注）１.従業員数には、出向社員及び臨時従業員を含めておりません。

２.当社は、小売事業の単一セグメントであるため、「セグメントの名称」の記載を省略しております。

 

②重要な設備計画の変更

前四半期会計期間末において計画中であった設備の新設のうち、当第３四半期会計期間における重要な変更

はありません。 

 

③重要な設備計画の新設等　

  当第３四半期会計期間において、新たに予定した設備の新設の計画は次のとおりであります。

区分 事業所名 所在地
予算金額 既支払額 今後の所要資金

着工年月 完成予定年月
建物床面積

（㎡）

増加年商　

見込額

（百万円） （百万円） （百万円） （億円）

　

　

新設

 

 

子母口店

（仮称）

川崎市

高津区
1,707 146 1,561平成23年11月平成24年上期 8,40426.1

北白川店

（仮称）

京都市

左京区
965 45 919平成24年１月 平成24年下期 4,13420.8

合計 － 2,673 192 2,480 － － 12,53846.9

（注）１　今後の所要資金2,480百万円は、主に自己資金により賄う予定であります。 

      ２　上記金額には、敷金及び建設協力金を含めております。

　

　④重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成23年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年１月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 53,450,800 53,450,800

大阪証券取引所

市場第一部

東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株 

計 53,450,800 53,450,800― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

  

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成23年９月１日～

平成23年11月30日
－ 53,450,800 － 10,004 － 2,501

 

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成23年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

   平成23年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 　　   1,982,900

完全議決権株式（その他） 普通株式       51,429,200 514,292 －

単元未満株式 普通株式　　       38,700 － －

発行済株式総数 53,450,800　　 － －

総株主の議決権 － 514,292 －

  

②【自己株式等】

      平成23年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義所

有株式数

他人名義所

有株式数

所有株式

数の合計

発行済株式総数に対す

る所有株式数の割合

（株） （株） （株） （％）

（自己保有株式） 東京都中央区日本橋
1,982,900－ 1,982,900 3.71

㈱ライフコーポレーション 本町二丁目６番３号

計 － 1,982,900－ 1,982,900 3.71

（注）当社は、平成24年１月５日付で、本店所在地を東京都中央区日本橋本町三丁目６番２号に移転しておりま

す。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
３月

平成23年
４月

平成23年
５月

平成23年
６月

平成23年
７月

平成23年
８月

平成23年
９月

平成23年
10月

平成23年
11月

最高（円） 1,3501,2741,2501,4241,4891,3831,6501,6491,520

最低（円） 820 1,1221,1511,2201,3641,1991,3521,3321,352

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。
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３【役員の状況】

　 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

（１）新任役員

　　　該当事項はありません。

（２）退任役員

　　　該当事項はありません。

（３）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
内部統制統括室長

兼内部監査本部長
取締役 財経本部長 福  田  雅  則平成23年７月１日

取締役 法務・審査部長 取締役

内部統制統括室長

兼内部監査本部長

兼法務・審査部長

久  保  光  弘平成23年７月１日

取締役 財経本部長 取締役 管理統括本部長補佐 内  田  良  一平成23年７月１日

常務

取締役

営業企画本部長

兼秘書室長

兼広報部長　

常務

取締役

営業企画本部長

兼首都圏営業企画部長

兼秘書室長

兼広報部長

兼社会・環境推進部長

並  木  利  昭平成24年１月11日

取締役
総務本部長

兼社会・環境推進部長
取締役 総務本部長 染  谷  敏  夫平成24年１月11日
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期会計期間（平成22年９月１日から平成22年11月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22

年３月１日から平成22年11月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

23年９月１日から平成23年11月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年11月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成22年９月１日から平成22

年11月30日まで）及び前第３四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成23年９月１日から平成23年11月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

23年３月１日から平成23年11月30日まで）に係る四半期財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

 「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四

半期連結財務諸表は作成しておりません。 

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準 0.1％

売上高基準 0.0％

利益基準 0.4％

利益剰余金基準 0.4％

（注）　割合の算出は、会社間における債権債務及び資産に含まれる未実現損益並びに会社間取引の消去後の金額に

よっております。又、利益剰余金については、資産基準及び利益基準の適用に当たって消去された未実現損益を修正し

た後の金額によっております。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年11月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,147 10,431

売掛金 2,698 1,706

有価証券 － 4

商品 19,364 16,892

貯蔵品 63 57

その他 9,404 11,061

貸倒引当金 △2 △2

流動資産合計 39,675 40,150

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 46,540 41,448

土地 23,912 23,912

その他（純額） 13,392 12,379

有形固定資産合計 ※1
 83,846

※1
 77,740

無形固定資産 2,863 3,166

投資その他の資産

差入保証金 30,294 31,549

その他 12,441 12,283

投資その他の資産合計 42,735 43,832

固定資産合計 129,445 124,739

資産合計 169,120 164,889

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 31,621 27,883

短期借入金 15,430 21,578

1年内返済予定の長期借入金 10,805 16,552

未払法人税等 1,840 2,457

賞与引当金 3,797 1,872

販売促進引当金 1,842 1,646

その他 12,949 12,031

流動負債合計 78,286 84,021

固定負債

長期借入金 26,931 21,452

退職給付引当金 4,237 4,132

役員退職慰労引当金 340 317

資産除去債務 2,355 －

その他 8,299 8,255

固定負債合計 42,165 34,157

負債合計 120,451 118,178
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（単位：百万円）

当第３四半期会計期間末
(平成23年11月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,004 10,004

資本剰余金 12,003 12,003

利益剰余金 29,998 27,697

自己株式 △3,344 △3,343

株主資本合計 48,662 46,361

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △153 189

土地再評価差額金 159 159

評価・換算差額等合計 6 349

純資産合計 48,669 46,710

負債純資産合計 169,120 164,889
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年11月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年11月30日)

売上高 346,754 360,892

売上原価 256,074 264,850

売上総利益 90,679 96,042

営業収入 10,312 11,068

営業総利益 100,992 107,111

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 34,364 36,013

賞与引当金繰入額 3,761 3,797

退職給付引当金繰入額 850 855

役員退職慰労引当金繰入額 11 22

その他 55,249 58,833

販売費及び一般管理費合計 94,238 99,522

営業利益 6,754 7,588

営業外収益

受取利息 234 218

受取配当金 19 22

その他 195 206

営業外収益合計 449 447

営業外費用

支払利息 645 563

その他 24 33

営業外費用合計 669 597

経常利益 6,534 7,438

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 699

災害による損失 － ※1
 256

転貸損失 － 250

固定資産除却損 90 94

減損損失 － 45

店舗閉鎖損失 11 44

物流センター閉鎖損失 72 －

その他 0 －

特別損失合計 173 1,391

税引前四半期純利益 6,360 6,047

法人税、住民税及び事業税 3,479 3,701

法人税等調整額 △684 △984

法人税等合計 2,795 2,716

四半期純利益 3,565 3,331
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【第３四半期会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期会計期間
(自　平成22年９月１日
　至　平成22年11月30日)

当第３四半期会計期間
(自　平成23年９月１日
　至　平成23年11月30日)

売上高 115,862 119,705

売上原価 85,359 87,787

売上総利益 30,503 31,917

営業収入 3,511 3,698

営業総利益 34,014 35,616

販売費及び一般管理費

給料手当及び賞与 11,229 11,777

賞与引当金繰入額 1,700 1,717

退職給付引当金繰入額 283 285

役員退職慰労引当金繰入額 3 7

その他 18,787 20,056

販売費及び一般管理費合計 32,004 33,844

営業利益 2,009 1,771

営業外収益

受取利息 76 70

受取配当金 0 0

その他 73 82

営業外収益合計 149 153

営業外費用

支払利息 204 172

その他 6 9

営業外費用合計 210 181

経常利益 1,949 1,743

特別損失

転貸損失 － 122

固定資産除却損 28 38

店舗閉鎖損失 － 30

物流センター閉鎖損失 0 －

特別損失合計 29 191

税引前四半期純利益 1,920 1,552

法人税、住民税及び事業税 1,602 1,458

法人税等調整額 △742 △734

法人税等合計 860 723

四半期純利益 1,059 828
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年11月30日)

当第３四半期累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 6,360 6,047

減価償却費 5,030 5,368

減損損失 － 45

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 699

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,792 1,925

販売促進引当金の増減額（△は減少） 268 196

退職給付引当金の増減額（△は減少） 126 105

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △31 22

受取利息及び受取配当金 △253 △240

支払利息 645 563

固定資産除却損 90 94

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,353 △2,478

仕入債務の増減額（△は減少） △12,897 3,738

未払金の増減額（△は減少） △2,106 △402

その他 1,638 2,696

小計 △1,689 18,381

利息及び配当金の受取額 211 180

利息の支払額 △621 △535

法人税等の支払額 △3,309 △4,226

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,409 13,799

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100 △100

定期預金の払戻による収入 100 100

有価証券の償還による収入 64 5

有形固定資産の取得による支出 △8,859 △8,161

有形固定資産の売却による収入 0 －

無形固定資産の取得による支出 △682 △279

貸付けによる支出 △763 △432

貸付金の回収による収入 57 8

差入保証金の差入による支出 △843 △833

差入保証金の回収による収入 410 621

その他 291 17

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,324 △9,054

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,773 △6,148

長期借入れによる収入 10,350 13,640

長期借入金の返済による支出 △7,693 △13,908

リース債務の返済による支出 △419 △593

配当金の支払額 △1,015 △1,018

自己株式の取得による支出 △0 △0

セール・アンド・リースバック取引による収入 － 1,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 7,994 △7,028

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,739 △2,283

現金及び現金同等物の期首残高 18,500 10,331

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 10,761

※1
 8,047
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自  平成23年３月１日
至  平成23年11月30日）

１．会計処理基準に関する

事項の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

  第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用しております。

  これにより、営業利益、経常利益は、それぞれ83百万円、税引前四半期純利益は、783百万

円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は

2,039百万円であります。

　

【表示方法の変更】

 当第３四半期累計期間
（自  平成23年３月１日
至  平成23年11月30日）

（四半期損益計算書）

前第３四半期累計期間において、「店舗閉鎖損失」に含めて表示しておりました「転貸損失」は、重要性が増加し

たため、当第３四半期累計期間では区分掲記することといたしました。

 なお、前第３四半期累計期間の「店舗閉鎖損失」に含まれる「転貸損失」は、11百万円であります。　

　　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

１．棚卸資産の評価方法   当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第

２四半期会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する

方法によっております。

 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成23年11月30日）

前事業年度末
（平成23年２月28日）

※１　有形固定資産減価償却累計額

78,045百万円
  

※１　有形固定資産減価償却累計額

73,804百万円
 

 

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

１　　　　　　　　――――――   

　

※１　災害による損失の内訳 

商品廃棄損 139百万円

原状回復費用 116百万円

計 256百万円

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

                           (平成22年11月30日現在） 

現金及び預金勘定 10,861百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△100百万円

現金及び現金同等物 10,761百万円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

                           (平成23年11月30日現在） 

現金及び預金勘定 8,147百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△100百万円

現金及び現金同等物 8,047百万円
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成23年11月30日）及び当第３四半期累計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年11

月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

  普通株式　　　　　　　　　53,450,800株 

２．自己株式の種類及び株式数

  普通株式　　　　　　　　　 1,983,058株 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月26日

定時株主総会
普通株式 514 　10.00平成23年２月28日平成23年５月27日利益剰余金

平成23年10月11日

取締役会
普通株式 514 　10.00平成23年８月31日平成23年10月26日利益剰余金

　

(2）基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間末後となる

もの 

　該当事項はありません。

　

（金融商品関係）

  前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。

（有価証券関係）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。  

（持分法損益等）

該当事項はありません。  

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。　

（資産除去債務関係）

  資産除去債務の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、第１四半期会計期間の期首と比較して著しい変動はあ

りません。　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  当社は、食料品を中心に生活関連用品及び衣料品等の販売を主体とするスーパーマーケットを経営してお

り、小売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（追加情報）

  第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号  

平成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成23年11月30日）

前事業年度末
（平成23年２月28日）

１株当たり純資産額 945.63円 １株当たり純資産額 907.57円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 69.27円 １株当たり四半期純利益金額 64.72円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期累計期間
（自　平成23年３月１日
至　平成23年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 3,565 3,331

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 3,565 3,331

期中平均株式数（株） 51,468,519 51,467,957

 

前第３四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 20.59円 １株当たり四半期純利益金額 16.09円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成22年９月１日
至　平成22年11月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成23年９月１日
至　平成23年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 1,059 828

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,059 828

期中平均株式数（株） 51,468,418 51,467,835
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（リース取引関係）

前事業年度の末日と比較して著しい変動はありません。　

（重要な後発事象）

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法

律」(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関

する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度より法人税率が

変更されるとともに、平成24年４月１日から平成27年３月31日までの間に開始する事業年度については、復興特別

法人税が課税されることとなりました。

　これに伴い、平成25年３月１日から開始する事業年度以降において解消が見込まれる一時差異等については、繰延

税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が40.7％から38.0％に変更されます。また、平成28年３月１日

から開始する事業年度以降において解消が見込まれる一時差異等については、繰延税金資産及び繰延税金負債を計

算する法定実効税率が40.7％から35.6％に変更されます。

　この変更により、当第３四半期会計期間末における一時差異等を基礎として再計算した場合、繰延税金資産の金額

（繰延税金負債の金額を控除した金額）が459百万円減少し、費用計上された法人税等調整額が459百万円、その他

有価証券評価差額金が０百万円それぞれ増加いたします。また、再評価に係る繰延税金負債が264百万円減少し、土

地再評価差額金は同額増加いたします。
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２【その他】

平成23年10月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………514百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年10月26日

（注）　平成23年8月31日最終の株主名簿に記録された株主または登録株式質権者に対し、支払いを行いました。

EDINET提出書類

株式会社ライフコーポレーション(E03083)

四半期報告書

22/25



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年１月13日

株式会社ライフコーポレーション

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士 松井　隆雄　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 山本　守　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 平井　清　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ライフコー

ポレーションの平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第56期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年９月１日

から平成22年11月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年11月30日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ライフコーポレーションの平成22年11月30日現在の財政状態、同日をもっ

て終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状

況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年１月12日

株式会社ライフコーポレーション
取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士 松井　隆雄　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 山本　守　　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員 
 公認会計士 平井　清　　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ライフ

コーポレーションの平成23年３月１日から平成24年２月29日までの第57期事業年度の第３四半期会計期間（平成23年９月

１日から平成23年11月30日まで）及び第３四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年11月30日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビュー

を行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手

続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ライフコーポレーションの平成23年11月30日現在の財政状態、同日を

もって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

１.「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期会計

期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

２.「重要な後発事象」に記載されているとおり、平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を

図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号）等が公布された。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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